
事　　業　　区　　分 補助率 限　　度　　額

新規作物・園芸作物増棟支援 ８割以内 1,500 千円

新規作物等導入支援 1/2 　450 千円

雪中ブランドづくり支援 ８割以内 1,500 千円

就農・婚姻後 10 年未満の後継者支援 ８割以内 1,500 千円（園芸作物増棟）



　　　　　　　　　

　若い世代の住宅新築・中古住宅取得に対する支援を更に拡充するとともに、中古住宅取得後に行うリ
フォームの年数要件を緩和し、移住定住の促進を図ります。

区　　　分
現　　　行 拡　　　充

交　付　額 交　付　額

① 住宅新築 土地購入
２０歳代 　１７０万円 　１７０万円
３０歳代 　１３０万円 　１３０万円
４０歳以上 　　５０万円 　　５０万円

自己所有地 　　５０万円 自己所有地にも上記適用

② 土地購入
　　３０万円 　　３０万円
3 年以内に住宅新築 3 年以内に住宅新築

③ 町内業者での建設 　　７０万円 　　７０万円

④ 融雪溝設置路線に新築 　１５０万円（①に加算） 　１５０万円（①に加算）

⑤

中古住宅購入 　　５０万円（限度） 　　５０万円（限度）

※子育て世帯が住宅取得と同時に改築する場合、２００万円以上の工事費に対して５０万
円を加算

※子育て世帯が取得し 3 年以内に改築する
場合 200 万円以上の工事費に対して 100
万円を加算

⑥ 中古住宅取壊し新築 限度額１００万円（①に加算）限度額１００万円（①に加算）
⑦ 住宅リフォーム（改修費の 1/4 以内）　　２５万円（限度） 　　２５万円（限度）
⑧ 子育て世帯住宅新築 　５０万円／人（①に加算） 　５０万円／人（①に加算）
⑨ 融雪施設 　　２０万円（限度） 　　２０万円（限度）

※子育て世帯とは、中学生以下の子供を養育する世帯

◆ずっと住みつづけられる環境づくり◆



　平成 27 年度に国基準の保育料に対し「３０%」→「５０%」に軽減拡大を図ったところですが、更に軽減
率を拡大し「８０% 軽減」を実施するとともに、多子軽減策を拡充し就学前の子育て世帯の経済的負担軽減を
図ります。
　《多子軽減の拡充》

現　　行 改　　正
対基準となる第１子目の年齢基準 小学校３年生以下の子どもの人数 義務教育修了前の子どもの人数
保育料（軽減後の保育料に対し） 1 人目　全額・2 人目　半額

3 人目以降無料
1 人目　全額・2 人目以降無料




